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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第２期

第２四半期
連結累計期間

第３期
第２四半期
連結累計期間

第２期

会計期間
自　2022年10月１日
至　2023年３月31日

自　2023年10月１日
至　2024年３月31日

自　2022年10月１日
至　2023年９月30日

売上高 (百万円) 9,246 6,891 20,486

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 489 △234 1,735

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主に

帰属する四半期純損失（△）

(百万円) 90 △401 548

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 150 △450 382

純資産額 (百万円) 11,820 10,245 11,596

総資産額 (百万円) 22,535 18,494 20,973

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失（△）
(円) 1.57 △6.78 9.56

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
(円) 1.57 － 9.52

自己資本比率 (％) 45.6 53.9 48.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 1,300 △1,094 4,754

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △700 △558 △886

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △247 △1,994 △1,749

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
(百万円) 7,584 5,724 9,369

 

回次
第２期

第２四半期
連結会計期間

第３期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年３月31日

自　2024年１月１日
至　2024年３月31日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △2.14 △3.25

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．当社連結子会社の株式給付ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を自己株式として処理しており、１株当たり
四半期（当期）純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数の算定においては、当該株式数を控
除しております。

３．第３期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する
ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】
　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。
　なお、第１四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳
細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま
す。
 
（ライフイベント事業）
　第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社が、株式会社
ゴールドエッグスの株式を取得したため、同社を連結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を同社の決算日
である2023年11月30日としております。また、当第２四半期連結会計期間より同社の事業を投資・インキュベーショ
ン事業に報告セグメントの区分を変更しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている以下の主要なリスクが発生したため、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について新

たに追加しております。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

・アミューズメント施設の運営について

（発生可能性：小　発生可能性のある時期：特定時期なし　影響度：中）

　当社グループはアミューズメント施設「ニンジャ☆パーク」を運営しております。当社グループでは、法令を遵守

し、お客様が安全かつ楽しく利用できることを第一として適切に運営を行っておりますが、施設の不具合や老朽化等

によってお客様が怪我をされる等不測の事態が生じるおそれがあります。また、当該施設の利用にあたっては、利用

規約に従い適切な利用をご案内しておりますが、スポーツアミューズメント施設としての特性上、不慮の事故等が生

じるおそれがあります。万一お客様において大きな事故が発生した場合には、当社グループへの信頼の低下等、当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このようなリスクの対応策として、遊具施設については定期的な点検を実施し、不具合を確認した場合には適時適

切な修繕を行うルールを設定・運用しているとともに、安全が確認されるまで当該遊具施設の使用を禁止する等、お

客様に対し安全かつ快適なユーザー体験を提供できる体制としております。また、重大な事故を未然に防止すべく安

全な運営及び事故対応に係るマニュアルを整備し、これを従業員に周知し徹底を図るとともに、お客様に対しては利

用規約に沿った安全なご利用について適宜ご案内しております。なお、万一の事態に備えるため、施設入場者向けの

傷害保険に加入しております。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当社グループは“「くふう」で暮らしにひらめきを”を経営理念とし、「毎日の暮らし」及び「ライフイベン

ト」において、生活者であるユーザーにとっての利便性や豊かさを最優先に考え、情報格差の解消や利便性の高い

サービスづくりに取り組むとともに、ユーザーの主体的な意思決定や行動に繋がる価値提供を目指しております。

　当第２四半期連結累計期間の経営成績については、売上高は6,891百万円（前年同四半期比25.5％減）、営業損

失は164百万円（前年同四半期は営業利益585百万円）、経常損失は234百万円（前年同四半期は経常利益489百万

円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は401百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益90百

万円）となりました。

 

　報告セグメント別の経営成績の概況は次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、当

第２四半期連結累計期間の分析は変更後の区分に基づいております。

 

＜毎日の暮らし事業＞

　当事業は主に、株式会社ロコガイドによるチラシ・買い物情報サービス「トクバイ」、株式会社くふうAIスタジ

オによるオンライン家計簿サービス「Zaim」等の事業で構成されております。

　当第２四半期連結累計期間において、「トクバイ」導入店舗の開拓においては、有料掲載店舗数が減少し、ユー

ザー数は伸び悩みましたが、主要３業態（スーパーマーケット・ドラッグストア・ホームセンター）における情報

の網羅性は向上し、サービス登録店舗数は増加しました。また、ユーザーの購買行動等の具体的な生活行動に繋が

る価値提供を目指し、「メディア」重視から「毎日の暮らしに役立つツール」重視へ戦略を転換したことに伴い、

暮らしに関する総合情報メディア「くふうLive!」を事業譲渡いたしました。また、当第２四半期連結会計期間よ

り報告セグメントを見直し、株式会社キッズスター及び株式会社くふうしずおかの事業は、計上セグメントを毎日

の暮らし事業から投資・インキュベーション事業へ変更いたしました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間における毎日の暮らし事業の売上高は1,537百万円（前年同四半期比

2.6％減）、営業利益は346百万円（前年同四半期比30.9％減）となりました。
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＜ライフイベント事業＞

　当事業は主に、ハイアス・アンド・カンパニー株式会社による各種コンサルティング事業及び自社施工事業、株

式会社くふう住まいによる住宅・不動産専門メディア及び相談サービス、事業者向けSaaSツール、買取再販・仲介

サービス等の住まい領域の事業、並びに株式会社くふうウエディングによるウエディング総合情報メディア、結婚

式プロデュースサービス等の結婚領域の事業で構成されております。

　当第２四半期連結累計期間において、住まい領域は、ハイアス・アンド・カンパニー株式会社が提供する各種コ

ンサルティング事業及び自社施工事業については、厳しい市況の中、商材やウェブ集客支援の強化など会員工務店

の施行受注支援に注力したものの、住宅施工数の伸び悩みや納期遅延などにより減収となりました。株式会社くふ

う住まいが提供する不動産会社向け営業支援SaaSツールは堅調に販売が推移しました。また、相談サービスのイエ

タテ事業は成約数の増加が収益に貢献し、新店舗も順調に立ち上がり、相談件数が増加しました。結婚領域は、メ

ディア事業は収益力強化に向けて商材拡充を推進し、結婚式プロデュース事業は施行や受注が増加傾向となり、通

期での黒字化に向けて概ね計画通り進捗いたしました。なお、当第２四半期連結会計期間より報告セグメントを見

直し、株式会社Seven Signatures International及び株式会社ゴールドエッグスの事業は、計上セグメントをライ

フイベント事業から投資・インキュベーション事業へ変更いたしました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間におけるライフイベント事業の売上高は4,471百万円（前年同四半期比

18.6％減）、営業利益は88百万円（前年同四半期比63.4％減）となりました。

 

＜投資・インキュベーション事業＞

　当事業は主に、当社や株式会社くふうキャピタルによる投資事業、株式会社Seven Signatures Internationalに

よる富裕層向けコンサルティングサービス、くふう少額短期保険株式会社による保険事業、株式会社キッズスター

による子ども向け社会体験アプリ「ごっこランド」、株式会社くふうしずおかによる地域情報メディア・サービ

ス、株式会社RETRIPによる旅行・おでかけメディア事業、株式会社くふうジオデータによる位置情報事業、株式会

社ゴールドエッグスによるスポーツ型のアミューズメントパーク施設「ニンジャ☆パーク」の運営等で構成されて

おります。

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの企業価値を高める出資及びM&A等の検討を継続して進めま

した。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間における投資・インキュベーション事業の売上高は1,051百万円（前年

同四半期比51.3％減）、営業損失は70百万円（前年同四半期は営業利益458百万円）となりました。

 

　当社グループの財政状態は以下のとおりであります。

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は18,494百万円となり、前連結会計年度末と比較し2,479百万円減

少しました。これは主にその他流動資産が553百万円、のれんが254百万円増加した一方で、現金及び預金が3,651

百万円減少したことによるものであります。

　負債は8,249百万円となり、前連結会計年度末と比較し1,127百万円減少しました。これは主に未払法人税等が

307百万円、１年内返済予定の長期借入金が257百万円、長期借入金が433百万円減少したことによるものでありま

す。

　純資産は10,245百万円となり、前連結会計年度末と比較し1,351百万円減少しました。これは主に資本剰余金が

985百万円増加した一方で、自己株式が710百万円増加（純資産は減少）、利益剰余金が401百万円、非支配株主持

分が1,242百万円減少したことによるものであります。

 

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末と比べ

3,644百万円減少し、5,724百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果減少した資金は1,094百万円（前年同四半期は1,300百万円の

増加）となりました。これは主に、のれん償却額が330百万円あった一方、前払費用の増加が344百万円、法人税等

の支払による支出が454百万円あったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果減少した資金は558百万円（前年同四半期は700百万円の減

少）となりました。これは主に、無形固定資産の取得による支出が297百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株

式の取得による支出が219百万円あったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果減少した資金は1,994百万円（前年同四半期は247百万円の減

少）となりました。これは主に、短期借入金の減少が325百万、長期借入金の返済による支出が817百万円、自己株

式の取得による支出が679百万円、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出が321百万円あったこ

とによるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は24百万円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2024年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 64,177,595 64,177,595
東京証券取引所

グロース市場

１単元の株式数は100

株であります。完全議

決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない

当社の標準となる株式

であります。

計 64,177,595 64,177,595 － －

（注）提出日現在発行数のうち5,611,836株は、現物出資（貸金交付債権1,722百万円）によって発行されたものでありま

す。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年１月25日（注）１ 5,611,836 63,914,375 861 875 861 875

2024年１月25日（注）２ － 63,914,375 △861 13 △861 13

2024年１月１日～

2024年３月31日（注）３
263,220 64,177,595 16 30 16 30

（注）１．第三者割当増資（貸金交付債権の現物出資）によるものであります。

発行価格　　　　307円

資本組入額　　153.5円

２．会社法第447条第３項及び会社法第448条第３項の規定に基づき、資本金及び資本準備金をその他資本剰余金に

振り替えたものであります。

３．新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【大株主の状況】
 

  2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

穐田 誉輝 東京都渋谷区 38,978 63.18

閑歳 孝子 神奈川県横浜市西区 1,430 2.32

OCORIAN TRUST (CAYMAN) LIMITED

AS TRUSTEE ON BEHALF OF HAYATE

JAPAN EQUITY LONG-SHORT FUND A

SUB-FUND OF HAYATE JAPAN UNIT

TRUST

(常任代理人 立花証券株式会社)

P.O BOX 1350, 75 FORT STREET,

CLIFTON HOUSE, GEORGE TOWN, KY 1-

1108, CAYMAN ISLANDS

(東京都中央区日本橋茅場町１丁目13番

14号)

1,379 2.24

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 754 1.22

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 737 1.19

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 393 0.64

くふうカンパニー従業員持株会 東京都港区三田１丁目４番28号 386 0.63

株式会社安成工務店 山口県下関市綾羅木新町３丁目７番１号 371 0.60

前田 卓俊 東京都目黒区 350 0.57

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.

LONDON SPECIAL ACCOUNT NO.1

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND

(東京都港区港南２丁目15番１号)

345 0.56

計 － 45,128 73.15

（注）１．当社は自己株式2,487,006株（当社連結子会社の株式給付ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式92,955株を除

く。）を所有しておりますが、上記大株主から除いております。

２．上記、株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数は、全て信託業務に係るものです。

３．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入してお

ります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,487,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,498,400 614,984

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式 192,195 － －

発行済株式総数  64,177,595 － －

総株主の議決権  － 614,984 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、当社連結子会社の株式給付ＥＳＯＰ信託口が所有する当社

株式92,900株（議決権929個）が含まれております。

２．単元未満株式には、当社所有の自己株式６株及び当社連結子会社の株式給付ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株

式55株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

㈱くふうカンパニー
東京都港区三田１丁目

４番28号
2,487,000 － 2,487,000 3.88

計 － 2,487,000 － 2,487,000 3.88

（注）上記の他に単元未満株式６株を所有しております。また、当社連結子会社の株式給付ＥＳＯＰ信託口が所有する当

社株式92,955株は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社くふうカンパニー(E36733)

四半期報告書

 8/27



第４【経理の状況】
１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024

年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、誠栄有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,405 5,754

売掛金 1,129 1,037

商品 321 343

仕掛品 185 284

原材料及び貯蔵品 6 15

販売用不動産 1,232 1,257

営業投資有価証券 1,334 1,472

その他 525 1,078

貸倒引当金 △18 △35

流動資産合計 14,122 11,209

固定資産   

有形固定資産 669 729

無形固定資産   

のれん 3,591 3,845

その他 794 924

無形固定資産合計 4,386 4,770

投資その他の資産   

投資有価証券 627 599

繰延税金資産 614 585

その他 780 844

貸倒引当金 △226 △243

投資その他の資産合計 1,795 1,785

固定資産合計 6,851 7,285

資産合計 20,973 18,494
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 823 679

支払備金 4 2

責任準備金 5 5

短期借入金 2,272 2,049

１年内返済予定の長期借入金 997 739

未払法人税等 457 149

契約負債 1,259 1,255

賞与引当金 11 11

ポイント引当金 4 4

訂正関連費用引当金 45 45

事業整理損失引当金 － 33

その他 811 817

流動負債合計 6,693 5,795

固定負債   

長期借入金 2,079 1,646

資産除去債務 129 145

繰延税金負債 32 28

株式給付引当金 101 92

退職給付に係る負債 21 22

役員退職慰労引当金 41 41

その他 274 476

固定負債合計 2,682 2,453

負債合計 9,376 8,249

純資産の部   

株主資本   

資本金 13 30

資本剰余金 8,452 9,437

利益剰余金 1,739 1,337

自己株式 △132 △843

株主資本合計 10,073 9,962

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △13 △6

為替換算調整勘定 9 10

その他の包括利益累計額合計 △4 3

新株予約権 10 4

非支配株主持分 1,517 274

純資産合計 11,596 10,245

負債純資産合計 20,973 18,494
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 9,246 6,891

売上原価 4,707 3,145

売上総利益 4,538 3,746

販売費及び一般管理費 ※ 3,953 ※ 3,910

営業利益又は営業損失（△） 585 △164

営業外収益   

受取利息 1 0

為替差益 － 2

受取保険金 18 1

その他 10 16

営業外収益合計 29 20

営業外費用   

支払利息 23 20

支払手数料 40 18

貸倒引当金繰入額 9 20

為替差損 14 －

持分法による投資損失 19 27

その他 18 4

営業外費用合計 125 90

経常利益又は経常損失（△） 489 △234

特別利益   

事業譲渡益 － 55

子会社株式売却益 － 31

株式給付引当金戻入益 13 2

移転損失引当金戻入益 51 －

その他 3 2

特別利益合計 67 91

特別損失   

固定資産除却損 2 33

減損損失 9 25

事業整理損失引当金繰入額 3 33

事業整理損失 13 6

訴訟関連損失 4 6

その他 5 －

特別損失合計 39 105

税金等調整前四半期純利益

又は税金等調整前四半期純損失（△）
517 △248

法人税、住民税及び事業税 220 153

法人税等調整額 141 56

法人税等合計 362 210

四半期純利益又は四半期純損失（△） 155 △458

非支配株主に帰属する四半期純利益

又は非支配株主に帰属する四半期純損失（△）
65 △56

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
90 △401
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 155 △458

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 6

為替換算調整勘定 △5 1

その他の包括利益合計 △4 7

四半期包括利益 150 △450

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 85 △394

非支配株主に係る四半期包括利益 65 △56
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益

又は税金等調整前四半期純損失（△）
517 △248

減価償却費 186 196

減損損失 9 25

のれん償却額 332 330

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35 29

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △43 33

移転損失引当金の増減額（△は減少） △144 －

受取利息 △1 △0

支払利息 23 20

為替差損益（△は益） 2 △1

固定資産売却損益（△は益） △0 1

事業譲渡損益（△は益） － △55

売上債権の増減額（△は増加） 61 87

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △17 △131

前払費用の増減額（△は増加） △6 △344

棚卸資産の増減額（△は増加） △230 △149

預け金の増減額（△は増加） 17 △252

販売用不動産の増減額（△は増加） 584 61

仕入債務の増減額（△は減少） 40 △157

未払金の増減額（△は減少） 118 △49

契約負債の増減額(△は減少) 154 △11

未収消費税等の増減額（△は増加） 60 △4

未払消費税等の増減額（△は減少） △68 △89

その他 42 17

小計 1,604 △690

利息及び配当金の受取額 1 0

法人税等の支払額 △291 △454

利息の支払額 △22 △18

助成金の受取額 1 0

法人税等の還付額 6 69

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,300 △1,094

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △109 △41

有形固定資産の売却による収入 0 6

無形固定資産の取得による支出 △184 △297

事業譲受による支出 － △31

事業譲渡による収入 － 69

敷金及び保証金の差入による支出 △226 △32

敷金及び保証金の回収による収入 151 14

資産除去債務の履行による支出 △38 △0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による支出
△413 △219

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による収入
109 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

売却による支出
－ △28

その他 11 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △700 △558
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  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間

(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 332 △325

長期借入れによる収入 50 26

長期借入金の返済による支出 △611 △817

新株予約権の行使による株式の発行による収入 1 28

社債の償還による支出 △8 △8

自己株式の取得による支出 △0 △679

新株予約権の発行による収入 0 －

非支配株主からの払込みによる収入 0 10

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の

取得による支出
△4 △321

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の

売却による収入
－ 94

その他 △7 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △247 △1,994

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 346 △3,644

現金及び現金同等物の期首残高 7,238 9,369

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 7,584 ※ 5,724
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社が、株式

会社ゴールドエッグスの株式を取得したため、同社を連結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を同社

の決算日である2023年11月30日としており、第１四半期連結会計期間は貸借対照表のみ連結し、当第２四半期連

結会計期間より損益計算書を連結しております。

　当第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社が、株

式会社K-コンサルティングの株式の全部を譲渡したため、同社を連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（従業員に信託を通じて自社の株式を交付する株式給付信託制度）

　当社の一部の連結子会社は、従業員等の帰属意識の醸成や、株価上昇に対する動機づけ等を図ることを主たる

目的として、信託を用いた株式報酬制度（以下、「本制度」）を導入しております。

 

１．取引の概要

　本制度は、予め当社の連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社が定めた従業員株式交付規

程に基づき、一定の要件を満たした従業員等に対し当社株式を交付する仕組みです。ハイアス・アンド・カン

パニー株式会社は、従業員等に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取

得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を交付します。従業員等に対し交付する株式については、

予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。なお、2022年

９月のポイント付与をもって新規のポイント付与は休止しております。

 

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に「自己株

式」として計上しております。当第２四半期連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、31百万

円、92,955株であります。

 

（自己株式の取得）

　当社は、2024年２月20日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議いたしました。

 

１．自己株式の取得を行う理由

　割安と考える水準で推移している当社の株価動向と当社の財務状況等を総合的に勘案し、将来の機動的な　

資本戦略に備えて自己株式を取得するものであります。

 

２．自己株式取得に関する決議の内容

(1) 取得する株式の種類　　　　当社普通株式

(2) 取得する株式の総数　　　　3,000,000株(上限)

　　　　　　　　　　　　　(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合4.8％)

(3) 株式の取得価額の総額　　　2,000,000,000円(上限)

(4) 取得期間　　　　　　　　　2024年２月21日～2024年８月14日

(5) 取得の方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 

３．自己株式の取得状況

　上記取締役会決議に基づき、次のとおり自己株式を取得いたしました。

(1) 取得した株式の種類　　　　当社普通株式

(2) 取得した株式の総数　　　　1,647,600株(受渡ベース)

(3) 株式の取得価額の総額　　　479,188,200円

(4) 取得期間　　　　　　　　　2024年２月21日～2024年４月30日

(5) 取得の方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付
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（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年10月１日
至 2023年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年10月１日
至 2024年３月31日）

給料手当 1,458百万円 1,417百万円

貸倒引当金繰入額 △2 10

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 

前第２四半期連結累計期間

（自　2022年10月１日

至　2023年３月31日）

当第２四半期連結累計期間

（自　2023年10月１日

至　2024年３月31日）

現金及び預金勘定 7,621百万円 5,754百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △36 △30

現金及び現金同等物 7,584 5,724

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年３月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2024年１月25日付で、株式会社くふう住まいを割当先とする第三者割当による新株式の発行（現物

出資）を行い、資本金及び資本準備金がそれぞれ861百万円増加いたしました。なお、同日付で資本金及び資

本準備金の額の減少（減資）を行い、資本金及び資本準備金がそれぞれ861百万円減少し、その他資本剰余金

が1,722百万円増加しております。

　また、新株予約権の行使により、当第２四半期連結累計期間において資本金が16百万円、資本準備金が16百

万円増加しております。

　さらに、2023年11月14日及び2024年２月20日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,192,500株の取得等

を行い、自己株式が710百万円増加いたしました。

　加えて、当社連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社及び株式会社RETRIP等の株式を非支

配株主から追加取得したこと等により、資本剰余金が753百万円減少いたしました。

　これらの結果、当第２四半期連結会計期間末において、資本金が30百万円、資本剰余金が9,437百万円、自

己株式が843百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

毎日の

暮らし

事業

ライフ

イベント

事業

投資・イン

キュベー

ション事業

計

売上高        

顧客との契約から

生じる収益
1,564 5,483 1,237 8,285 31 0 8,318

その他の収益 － 7 920 928 － － 928

外部顧客への売上高 1,564 5,490 2,158 9,213 31 0 9,246

セグメント間の

内部売上高又は振替高
13 － 1 14 77 △92 －

計 1,577 5,490 2,159 9,228 109 △91 9,246

セグメント利益又は損失

（△）
501 241 458 1,202 △105 △511 585

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内外向け技術支援等で発

生した売上高及びセグメント利益又は損失（△）であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社収益338百万円及び全

社費用△558百万円、のれんの償却額△291百万円、未実現利益の調整0百万円が含まれております。全社収

益は、各事業会社からの経営支援料が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない持

株会社運営に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　第１四半期連結会計期間において、連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社がOMソーラー

株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含めたことにより、ライフイベント事業セグメントにおいて、のれん

230百万円が発生しております。また、当社が株式会社RETRIPの株式を取得し、連結の範囲に含めたことによ

り、投資・インキュベーション事業セグメントにおいて、のれん489百万円が発生しております。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

財務諸表

計上額

（注）２
 

毎日の

暮らし

事業

ライフ

イベント

事業

投資・イン

キュベー

ション事業

計

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
1,390 4,470 918 6,779 － 6,779

その他の収益 － 0 111 111 － 111

外部顧客への売上高 1,390 4,471 1,029 6,891 － 6,891

セグメント間の

内部売上高又は振替高
146 0 22 168 △168 －

計 1,537 4,471 1,051 7,060 △168 6,891

セグメント利益又は損失

（△）
346 88 △70 364 △528 △164

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社収益434百万円及び全

社費用△644百万円、のれんの償却額△300百万円、未実現利益の調整額△18百万円が含まれております。全

社収益は、各事業会社からの経営支援料が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い持株会社運営に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、経営管理区分の見直しを行い、従来「その他」に含まれていた関連会社に対す
る経営支援等について、「投資・インキュベーション事業」のセグメントの区分に変更しております。また、当
第２四半期連結会計期間より、経営管理区分の見直しを行い、「毎日の暮らし事業」に計上していた株式会社
キッズスター及び株式会社くふうしずおかの事業、「ライフイベント事業」に計上していた株式会社Seven

Signatures International及び株式会社ゴールドエッグスの事業を「投資・インキュベーション事業」のセグメ

ントの区分に変更しております。
　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、これらの変更を反映したものを開示しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　第１四半期連結会計期間において、連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社が株式会社

ゴールドエッグスの株式を取得し、連結の範囲に含めたことにより、ライフイベント事業セグメントにおい

て、のれん568百万円が発生しております。
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（企業結合等関係）

（株式交換による完全子会社化）

　当社及びその完全子会社である株式会社くふう住まい（以下「くふう住まい」といいます。）と、当社の連結

子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社（以下「ハイアス」といいます。）は、2023年11月14日開

催のそれぞれの取締役会において、くふう住まいを株式交換完全親会社とし、ハイアスを株式交換完全子会社と

する株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことについての決議を行い、同日、くふう住まい及び

ハイアスの間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結しました。本株式交換契約に基づ

き、2024年２月１日付で本株式交換を実施いたしました。

　なお、本株式交換は、いわゆる「三角株式交換」の方法によるものとし、くふう住まいを除くハイアスの株主

の皆様には、本株式交換の対価として、くふう住まいの株式ではなく、くふう住まいの完全親会社である当社の

普通株式を割り当てました。

　また、ハイアスの普通株式は、株式会社東京証券取引所グロース市場の上場廃止基準に従って、2024年１月30

日付で上場廃止（最終売買日は2024年１月29日）となりました。

 

１．企業結合の概要

(1）株式交換完全子会社の名称及び事業の内容

名称：ハイアス・アンド・カンパニー株式会社

事業の内容：経営コンサルティング事業（住宅・建設・不動産事業のナレッジ開発、財産コンサルティン

グ事業、販売促進支援事業等）

 

(2) 企業結合を行う主な理由

　本株式交換により、主に「住まいのワンストップサービス」の早期実現、グループ経営体制による効率的

な経営の実現のシナジーが当社グループ及びハイアスに顕在化し、当社グループ及びハイアスの企業価値向

上に資するものであると認識し、くふう住まいとハイアスとの間で、本株式交換契約を締結いたしました。

　本株式交換の実行後、当社及びくふう住まい並びにハイアスは、当社グループとハイアスグループの持つ

ネットワーク・開発力・ノウハウ等を含む経営資源の相互活用を更に促進し、両グループの更なる企業価値

の向上を図ることを予定しております。

 

(3）企業結合日

　2024年２月１日

 

(4）企業結合の法的形式

　くふう住まいを株式交換完全親会社、ハイアスを株式交換完全子会社とする株式交換

 

(5）結合後企業の名称

　ハイアス・アンド・カンパニー株式会社

 

２．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

(1）株式の種類別の交換比率

　ハイアスの普通株式１株に対して当社の普通株式0.31株を割当て交付いたしました。

 

(2）株式交換比率の算定方法

　当社及びハイアスは、本株式交換比率の決定に当たって公正性及び妥当性を確保するため、それぞれ別個

に、両社から独立した第三者算定機関を選定し、当社は東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社を、

ハイアスは株式会社ストリームを、それぞれのファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関に選定

いたしました。当社及びハイアスは、両社がそれぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算

定結果を参考に、それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に検

討し、両社の財務状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、交渉・協議を重ねまし

た。その結果、当社及びくふう住まい並びにハイアスは、本株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の

皆様の利益に資するとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことといたしました。

 

(3）交付した株式数

　5,611,836株

 

３．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引等として会計処理いたしました。

 

（連結子会社株式の譲渡）
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　当社の連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社（以下「ハイアス」といいます。）は、2024

年３月25日開催の同社経営会議において、同社の連結子会社である株式会社K-コンサルティング（以下「K-コン

サルティング」といいます。）の株式を譲渡することを決議し、2024年３月31日付で実施いたしました。

　なお、本株式譲渡に伴い、K-コンサルティングは当社の連結の範囲から除外されました。

 

１．株式譲渡の概要

(1）株式譲渡の相手先の名称

　名称：大澤　健司

 

(2) 譲渡した子会社の名称及びその事業の内容

　名称：株式会社K-コンサルティング

　事業内容：相続サポート、賃貸経営サポート、不動産売買サポート

 

(3) 株式譲渡の主な理由

　K-コンサルティングは2016年９月１日に不動産相続コンサルティングや資産有効活用の他、賃貸経営に関

するアドバイスを行う会社として千葉県柏市に設立されました。同社は設立以来、ハイアスとともに　　

「不動産相続の相談窓口」の企画・開発・パッケージ化及びその提供を行ってまいりました。そうした中

で、同社の代表取締役である大澤氏と今後の同社の方針について協議を重ねた結果、独自の成長戦略により

事業の推進を行うことが望ましいとの結論に至り、MBO方式による本株式譲渡が双方にとって有益であると

判断しました。

 

(4) 株式譲渡日

　2024年３月31日

 

(5) 企業結合の法的形式

　受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

 

２．実施した会計処理の概要

(1) 譲渡損益の金額

　子会社株式売却益　31百万円

 

(2) 譲渡した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内容

　流動資産   61百万円

　固定資産   26百万円

　資産合計   87百万円

　流動負債   36百万円

　固定負債   81百万円

　負債合計  117百万円

 

(3) 会計処理

　当該株式会社の連結上の帳簿価額と売却価額との差額を子会社株式売却益として特別利益に計上しており

ます。

 

３．譲渡した子会社の事業が含まれていた報告セグメント

 ライフイベント事業

 

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　売上高 　 　37百万円

　営業損失  　 10百万円

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日

至　2023年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益

　　又は１株当たり四半期純損失（△）
1.57円 △6.78円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（百万円）

90 △401

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益又は親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（百万円）

90 △401

普通株式の期中平均株式数（株） 57,295,052 59,235,556

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1.57円 －円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 219,381 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

2023年２月14日開催の

取締役会決議による

第９回新株予約権

新株予約権の数 2,010個

（普通株式　　201,000株）

第７回新株予約権は、

権利不確定により

失効しております。

新株予約権の数 3,380個

（普通株式　　338,000株）

（注）１．普通株式の期中平均株式数について、その計算において控除する自己株式に、当社連結子会社の株式給付

ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を含めております。なお、当該信託口が所有する当社株式の期中平均

株式数は、前第２四半期連結累計期間において０株、当第２四半期連結累計期間において30,477株であり

ます。

２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（連結子会社株式の譲渡）

　当社は、2024年４月２日開催の当社執行役会において、連結子会社であるくふう少額短期保険株式会社（以

下、「くふう少額短期保険」といいます。）の株式を譲渡することを決議し、2024年４月30日付で実施いたしま

した。

　なお、本株式譲渡に伴い、くふう少額短期保険は当社の連結の範囲から除外されました。

 

１．株式譲渡の理由

　くふう少額短期保険は、当社グループの事業領域にそった生活シーンに潜む身近なリスクを保証し、ユー

ザーのニーズを捉えた新たな保険商品の開発を目指し、2020年３月に当社グループに参画いたしました。グ

ループ参画後は、結婚式場向けキャンセル保険を開発し、販売してまいりましたが、当社グループの経営資源

の配分方針を見直した結果、同社の株式を譲渡することといたしました。

 

２．株式譲渡の相手先の名称

　名称：アルファクラブ武蔵野株式会社

 

３．当該子会社の名称及び事業内容

　名称：くふう少額短期保険株式会社

　事業内容：少額短期保険業

 

４．株式譲渡の概要

　株式譲渡日　　　　　　　2024年４月30日

　譲渡株式数　　　　　　　普通株式8,200株、Ｂ種種類株式59,157株

　譲渡価額　　　　　　　　28百万円

　譲渡後の所有株式数　　　0株

　譲渡後の議決権所有割合　0％

　譲渡損益　　　　　　　　子会社株式売却益　17百万円（概算）

 

（連結子会社株式の譲渡）

　当社の連結子会社であるハイアス・アンド・カンパニー株式会社（以下「ハイアス」といいます。）は、2024

年５月15日開催の同社取締役会において、同社の連結子会社であるOMソーラー株式会社（以下「OMソーラー」と

いいます。）の株式を譲渡することを決議し、同日株式譲渡契約を締結いたしました。

　なお、本株式譲渡に伴い、OMソーラーは当社の連結の範囲から除外されることになります。

 

１．株式譲渡の理由

　ハイアスは、全国の地域に根差した工務店・建設会社を中心とした会員企業向けに、住宅商品パッケージの

提供をしており、OMソーラーは、パッシブデザインの思想を軸に、太陽熱を有効活用する住宅設計の会員事業

を展開しております。両社は事業シナジーを創出するための連携を進めてまいりましたが、同社の代表取締役

である飯田氏と今後の同社の方針について協議を重ねた結果、独自の成長戦略により事業の推進を行うことが

望ましいとの結論に至り、MBO方式による本株式譲渡が双方にとって有益であると判断しました。

 

２．株式譲渡の相手先の名称

　名称：飯田 祥久

 

３．当該子会社の名称及び事業内容

　名称：OMソーラー株式会社

　事業内容：OMソーラーシステムの開発および販売等

 

４．株式譲渡の概要

　株式譲渡日　　　　　　　2024年６月14日（予定）

　譲渡株式数　　　　　　　普通株式65,969株

　譲渡価額　　　　　　　　199百万円

　譲渡後の所有株式数　　　0株

　譲渡後の議決権所有割合　0％

　譲渡損益　　　　　　　　精査中であります。
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（連結子会社との会社分割）

　当社は、2024年５月15日開催の当社執行役会において、2024年７月１日を効力発生日として、当社の連結子会

社である株式会社くふう住まい（以下、「くふう住まい」といいます。）が保有する、株式会社Seven

Signatures

Internationalの株式全部を吸収分割（以下、「本吸収分割」といいます。）により当社に承継させることを決

議いたしました。

 

１．本吸収分割の概要

(1) 本吸収分割の目的

　当社は、グループ企業としての一体感を図り、グループ内のサービス連携を加速し、事業シナジーを最大

限に発揮するため、グループ内の組織再編を進めております。その一環として、くふう住まいが保有する富

裕層向けコンサルティングサービスを展開する株式会社Seven Signatures Internationalの株式を当社が簡

易吸収分割により承継することといたしました。

 

(2) 本吸収分割の日程

　執行役会決議　　　　　2024年５月15日

　吸収分割契約締結日　　2024年５月15日

　吸収分割効力発生日　　2024年７月１日（予定）

 

(3) 本吸収分割の方式

　当社の連結子会社であるくふう住まいを吸収分割会社とし、当社を吸収分割承継会社とする吸収分割（簡

易吸収分割）であります。

 

(4) 本吸収分割に係る割当ての内容

　当社は、本吸収分割の対価として、くふう住まいに金銭１円を交付する予定であります。

 

(5) 分割する部門の事業内容

　本吸収分割はくふう住まいが保有する株式会社Seven Signatures Internationalの株式全部を当社が承継

するものであり、事業部門の承継はありません。

 

２．実施する会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理をいたします。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

       2024年５月15日

株式会社くふうカンパニー

取締役会　御中

 

誠栄有限責任監査法人

東京都千代田区

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　茂

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木下　幹雄

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社くふう

カンパニーの2023年10月１日から2024年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2024年１月１日から

2024年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社くふうカンパニー及び連結子会社の2024年３月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

強調事項

１．重要な後発事象（連結子会社株式の譲渡）に記載されているとおり、会社は、2024年４月２日開催の執行役会におい

て、連結子会社であるくふう少額短期保険株式会社の株式を譲渡することを決議し、2024年４月30日付で株式譲渡を実

施した。

２．重要な後発事象（連結子会社株式の譲渡）に記載されているとおり、会社の連結子会社であるハイアス・アンド・カ

ンパニー株式会社は、2024年５月15日開催の同社取締役会において、同社の連結子会社であるOMソーラー株式会社の株

式を譲渡することを決議し、同日株式譲渡契約を締結した。

３．重要な後発事象（連結子会社との会社分割）に記載されているとおり、会社は、2024年５月15日開催の執行役会にお

いて、2024年７月１日を効力発生日として、会社の連結子会社である株式会社くふう住まいが保有する、株式会社

Seven Signatures Internationalの株式全部を吸収分割により会社に承継させることを決議した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社くふうカンパニー(E36733)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

